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2015文教施設セミナー

「未来につながる学校づくりセミナー」
学校施設の長寿命化計画の策定について
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行動計画
において具
体化した取
組を推進

インフラ長寿命化基本計画 (H25.11.29)
○策定主体：国
○対象施設：全てのインフラ

公共施設等総合管理計画
《インフラ長寿命化計画（行動計画）》

○策定主体：文部科学省及び地方公共団体
○対象施設：安全性等を鑑み、策定主体が設定
○策定時期：文部科学省及び地方公共団体において

平成28年度までに策定

基本計画に
基づき策定

個別施設毎の長寿命化計画（個別施設計画）

○策定主体：各教育委員会
○対象施設：各地方公共団体の行動計画において設定

点検・診断

修繕・更新

情
報
基
盤
の
整
備
と
活
用

基
準
類
の
整
備

個別施設計画を核とした
メンテナンスサイクルの実施

・個別施設毎の長寿命化計画を核として、メンテナンスサイクルを構築
・メンテナンスサイクルの実行や体制の構築等により、トータルコストを縮減・平準化
・産学官の連携により、新技術を開発・メンテナンス産業を育成

○インフラ長寿命化基本計画(H25.11.29策定)のポイント

○インフラ長寿命化基本計画の体系（公立小中学校の場合）

行動計画に
基づき策定
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（個別施設計画） （個別施設計画）

（行動計画） （行動計画）【国】 【地方】

インフラ長寿命化計画の体系

インフラ長寿命化基本計画
（基本計画）【国】

各省庁が策定 公共施設等総合管理計画

建物の長寿命化だけでなく
機能の長寿命化も必要

4

平成26年4月22日 総務大臣通知

公共施設等の総合的かつ計画的な管理の推進について

公共施設等の老朽化対策が大きな課題

人口減少等により公共施設等の利用状況の変化が予想される

1. 早急に公共施設等の全体把握

2. 長期的な視点からの、更新・統廃合・長寿命化などの計画策定

3. 財政負担の軽減・平準化の推進

4. 公共施設等の最適な配置の実現

1. 地域社会の実情にあった将来のまちづくりに不可欠

2. 国土強靭化にも資する
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（１）学校施設の長寿命化計画の背景・目的等

（２）学校施設の目指すべき姿

（３）学校施設の実態

（４）学校施設整備の基本的な方針等

（５）基本的な方針等を踏まえた施設整備の水準等

（６）長寿命化の実施計画

（７）長寿命化計画の継続的運用方針

①背景 ②目的

③計画期間

④対象施設

①学校施設の運営状況・
活用状況等の実態

②学校施設の老朽化状況
の実態

①学校施設の規模・
配置計画等の方針

②改修等の基本的な方針

①改修等の優先順位付け
と実施計画

②長寿命化のコストの見
通し，長寿命化の効果

①情報基盤の
整備と活用

②推進体制等
の整備

③フォローアップ

目標設定

実態把握

方針の
設定

長寿命化
計画の

策定・運用

①改修等の整備水準 ②維持管理の項目・手法等

学校施設の長寿命化
計画策定の考え方

66

1. 学校施設の長寿命化計画の背景

1） 総人口数（年少人口）の減少と
人口構成の変化

2） 高度成長期に建設された
学校施設の一斉老朽化

3） 国と地方の厳しい財政状況

4） 地球環境への配慮とエネルギー効率化

地方公共団体での保有率・保有数が多い学校が
統廃合対象にされているが、それで良いのか？



（千人）

1) 総人口数の減少
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1945年

人口減少に伴い
施設総数は減少へ
需要施設の変化

急激な減少

8

最近10年間（2005～2014年）の日本の総人口数の推移
総務省統計局人口確定データより引用
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平成22年（2010年）の総人口数を
100としたときの人口推計割合

全国 94.2 全国 83.8

1 沖縄県 101.5 沖縄県 98.3

2 東京都 100.1 東京都 93.5

3 神奈川県 99.6 滋賀県 92.8

4 愛知県 99.2 愛知県 92.5

5 滋賀県 99.1 神奈川県 92.2

43 山形県 86.0 山形県 71.5

44 岩手県 85.7 岩手県 70.5

45 高知県 85.6 高知県 70.2

46 青森県 84.6 青森県 67.9

47 秋田県 82.2 秋田県 64.4

平成22年（2010年）の総人口数を
100としたときの割合

平成37年（2025年） 平成52年（2040年）

（千人）

人口構成の変化

10

年少人口の減少傾向
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平成22年（2010年）の総人口数を100としての比較

全国 78.6 全国 63.7 全国 86.7 全国 70.8

東京都 88.3 沖縄県 77.3 東京都 95.0 沖縄県 84.5

沖縄県 86.2 愛知県 72.8 沖縄県 93.9 滋賀県 80.2

愛知県 84.6 滋賀県 72.3 愛知県 93.1 愛知県 79.8

滋賀県 84.0 東京都 71.4 滋賀県 92.5 東京都 79.3

神奈川県 82.7 神奈川県 68.7 神奈川県 92.1 神奈川県 76.4

山形県 70.8 高知県 53.4 山形県 77.7 徳島県 60.6

岩手県 69.1 岩手県 53.0 岩手県 77.5 岩手県 59.5

和歌山県 68.6 和歌山県 52.5 高知県 77.0 高知県 59.3

秋田県 65.0 秋田県 47.0 青森県 75.1 青森県 54.9

青森県 64.1 青森県 46.6 秋田県 71.8 秋田県 52.3

平成22年（2010年）の年少人口数を
100としたときの割合

平成22年（2010年）の生産年齢人口
数を100としたときの割合

平成37年（2025年）平成52年（2040年）平成37年（2025年）平成52年（2040年）

12国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25年３月推計）」から引用

福岡市の将来人口推計

福岡市の将来人口推計の2010年増減割合

福岡市 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

総数 1,463,743 1,498,589 1,510,382 1,509,307 1,497,115 1,473,747 1,439,182

0～14歳 192,630 192,507 185,628 172,540 158,703 149,557 141,977

15～64歳 1,012,077 980,438 955,479 941,441 919,153 876,663 812,636

65歳以上 259,036 325,644 369,275 395,326 419,259 447,527 484,569

75歳以上 120,867 152,495 182,947 227,310 253,238 263,843 273,425

福岡市 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

総数 100 102.4 103.2 103.1 102.3 100.7 98.3

0～14歳 100 99.9 96.4 89.6 82.4 77.6 73.7

15～64歳 100 96.9 94.4 93.0 90.8 86.6 80.3

65歳～ 100 125.7 142.6 152.6 161.9 172.8 187.1

75歳～ 100 126.2 151.4 188.1 209.5 218.3 226.2



13国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25年３月推計）」から引用

八女市の将来人口推計

八女市の将来人口推計の2010年増減割合

八女市 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

総数 69,057 65,077 61,200 57,200 53,220 49,367 45,500

0～14歳 8,614 7,414 6,451 5,643 5,012 4,602 4,226

15～64歳 39,916 35,937 32,237 29,284 26,784 24,366 22,006

65歳以上 20,527 21,726 22,512 22,273 21,424 20,399 19,268

75歳以上 11,655 12,330 12,375 13,178 13,725 13,551 12,807

八女市 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

総数 100 94.2 88.6 82.8 77.1 71.5 65.9

0～14歳 100 86.1 74.9 65.5 58.2 53.4 49.1

15～64歳 100 90.0 80.8 73.4 67.1 61.0 55.1

65歳～ 100 105.8 109.7 108.5 104.4 99.4 93.9

75歳～ 100 105.8 106.2 113.1 117.8 116.3 109.9

14国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25年３月推計）」から引用

粕屋町の将来人口推計

粕屋町の将来人口推計の2010年増減割合

粕屋町 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

総数 41,997 45,209 47,569 49,604 51,447 53,067 54,518

0～14歳 7,581 8,644 9,135 9,075 8,934 8,977 9,181

15～64歳 28,173 28,698 29,551 31,164 32,695 33,380 32,655

65歳以上 6,242 7,867 8,883 9,365 9,818 10,710 12,682

75歳以上 2,640 3,436 4,225 5,286 5,851 5,960 6,070

粕屋町 2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年

総数 100 107.6 113.3 118.1 122.5 126.4 129.8

0～14歳 100 114.0 120.5 119.7 117.8 118.4 121.1

15～64歳 100 101.9 104.9 110.6 116.1 118.5 115.9

65歳～ 100 126.0 142.3 150.0 157.3 171.6 203.2

75歳～ 100 130.2 160.0 200.2 221.6 225.8 229.9
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2） 学校施設の一斉老朽化

変電設備の発錆、浸水

コンクリートの経年劣化

16

給水管継ぎ手の劣化状況

給水管の閉塞状況

（現在、そして30年後も繰り返すのか）
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18
（3.11福島県民ホール天井落下）

天井などの非構造部材への対応の必要性
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都道府県名 団体名 財政力指数

鹿児島県 三島村 0.05
沖縄県 渡名喜村 0.06
鹿児島県 十島村 0.06
島根県 知夫村 0.07
鹿児島県 大和村 0.07
山梨県 丹波山村 0.07
沖縄県 伊平屋村 0.08
北海道 西興部村 0.08
新潟県 粟島浦村 0.08
北海道 島牧村 0.08
沖縄県 渡嘉敷村 0.09
沖縄県 粟国村 0.09
島根県 海士町 0.09
鹿児島県 宇検村 0.09
大分県 姫島村 0.09
長崎県 小値賀町 0.09
青森県 西目屋村 0.09
高知県 梼原町 0.09
山梨県 小菅村 0.09
奈良県 野迫川村 0.09
北海道 初山別村 0.09
北海道 中頓別町 0.09

都道府県名 団体名 経常収支比率

宮城県 多賀城市 112.9
神奈川県 三浦市 108.4
沖縄県 渡名喜村 107.7
京都府 笠置町 106.8
大阪府 忠岡町 105.9
東京都 日の出町 104.8
沖縄県 伊是名村 104.4
宮城県 気仙沼市 103.0
大阪府 泉佐野市 102.3
宮城県 七ケ浜町 102.2
兵庫県 芦屋市 102.1
福井県 高浜町 102.0
大阪府 大阪市 101.9
和歌山県 御坊市 101.9
群馬県 大泉町 101.8
福井県 美浜町 101.6
神奈川県 葉山町 101.5
福岡県 大任町 100.9
大阪府 守口市 100.7
奈良県 天理市 100.5
京都府 京都市 100.3
大阪府 松原市 100.3
大阪府 摂津市 100.2

都道府県名 団体名 将来負担比率

北海道 夕張市 816.1
大阪府 泉佐野市 352.0
青森県 大鰐町 313.4
兵庫県 上郡町 269.3
兵庫県 淡路市 263.6
千葉県 千葉市 261.1
青森県 鰺ケ沢町 252.4
奈良県 河合町 249.1
広島県 大竹市 246.2
滋賀県 栗東市 246.0
兵庫県 篠山市 239.2
広島県 広島市 238.7
奈良県 平群町 235.6
京都府 京都市 235.4
大阪府 交野市 232.7
島根県 出雲市 224.2
大阪府 高石市 222.7
京都府 宮津市 214.1
青森県 むつ市 213.6
北海道 美唄市 213.4
三重県 名張市 209.7
奈良県 上牧町 207.2
神奈川県 三浦市 200.5
神奈川県 横浜市 200.4

市町村別の財政力指数等

総務省地方財政地方財政状況関係資料
（平成24年度主要財政指標一覧）から引用
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2015年6月1日
財政制度等審議会

財政健全化計画等に関する建議（抜粋）

1. デフレ脱却・経済再生に最大限取り組み、「経済再生ケース」
を実現し、できる限りの税収増を図る

2. 確実に収支改善するため、歳出改革を柱とする

3. 2016年度以降は、国・地方の歳出規律を設けるべきであり、
国については「一般歳出」の水準をメルクマール（指標）とする
（「一般歳出」＝一般会計歳出－国債費－地方交付税交付金等）

4. 地方財政については、国と同様の歳出改革の取組が不可欠

5. 地方一般財源総額について、その水準を、リーマンショック前
の水準を目安に見直す
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公共事業

1. 新規投資に当たっては、国際競争力強化や防災対策であっ
ても、費用対効果を厳しく見極め、これまで以上に厳選する

2. 既存の社会資本の老朽化対策は、人口減少等を踏まえ、
計画的かつ効率的に対応し、安全性を維持しながら、費用を
抑制する

3. 事業実施に際して、PPP／PFIといった民間活力・民間資金や
適切な受益者負担の活用、税制や規制の見直し、最新の技術的
知見による効率化・生産性の向上等を通じ、公費負担を抑制

4. 人口減少を踏まえ、全体の公共事業関係費は増やさないことを
前提に、個別の社会資本の必要性を見極め、必要不可欠な社会
資本の機能を確保する

LCC（ライフサイクルコスト）の実例（デフレータ使用）

4) 地球環境への配慮とエネルギー効率化

22
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電気料金（平均モデル料金）の推移

燃料費調整制度導入後の標準世帯料金の推移（東京電力）

総合資源エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会 省エネルギー小委員会資料から引用

2424

現在の学校施設に迫る課題は、公共建物や
民間建物との共通事項が多い

1. 一斉に迎える老朽化
⇒ 高度成長時期の建物の老朽化

バブル期の建物の設備更新

2. 総人口数の減少と人口構成の変化に伴う
社会ニーズの変化 ⇒ 量と質の変化

3. 地球環境への配慮とエネルギーの効率化
⇒ エネルギー効率への設備更新



修繕

大規模改修

建物の寿命

修繕

改修
修繕

修繕内外装、設備機器
等のライフサイクル
と性能

（１） 学校施設の長寿命化計画の策定目的
どこを目標としていくのか（物理な機能・性能向上、 安全・安心
の確保、教育環境の質的向上、地域コミュニティの拠点等）

現状の復旧
（新築時の性能）

経年の変化

建
物
の
性
能

向上

劣化

これからの
求められる水準

60

物理的な
許容の限界

物理的な側面

26

基本的な基本計画期間及び対象施設

10年以上の計画期間（ex.H27～H36年度）
・最低10年間、ほぼ計画期間20年から30年間が多い

長い自治体は40年以上の計画期間、5年程度で見直しを
・最初の数年間は具体的な施設名称を出すが、総合計画

との整合も必要、約10年間での検討学校を
・対象は公立学校施設＋社会教育施設、社会体育施設も



27

学校施設の点検

不具合箇所やコストの徹底した検証を行い、
安全、安心を確保したうえで、
ムリ・ムダの徹底的な排除

学校施設機能等の整理

1. 人口減少や人口構成の変化への対応

2. 公共施設全体の再編や複合化との調整

3. 合併自治体での学区域などの整理

4. 地域にとってのシンボルとしてのあり方

5. 小規模学校のあり方をどう考えるか

2828

２．初めの第一歩は、現状把握と分析
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30

１） 建物・インフラの現状（記録）の把握

① 個々の建物、インフラごとのデータはあるが、
ICT化されているか。

② データが統一された教育委員会の部署を超えて、
首長部局の部署と連携して把握されているか

２） 劣化状況の把握

① 物理的劣化：老朽化による劣化
② 法令的劣化：ex 旧耐震施設、既存不適格の扱い
③ 機能的劣化：現状の機能に堪えられない

ex 環境対策（CO2削減、省エネ等）

学校施設の現状把握方法
（および将来計画）



３） 空き教室等の利用状況の把握

① 使用教室の利用状況（教室別）は把握されているか

② 空き教室の利用状況（部屋別）は把握されているか

③ 学校プール、体育館などは、どのようになっているのか

４） ランニングコスト（人件費を含む）の把握

５） 学校施設の評価

６） 将来、学校施設として、存続した場合の費用推計

７） 将来の学校施設の自治体区域での配置計画
（児童・生徒数及び学級数の時間的な変化への対応）

31

学校施設の現状把握方法

32

図書館運営事業（学校施設も同様に）

（岐阜県美濃加茂市のHPから引用）
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３．老朽化状況の実態把握

34「西尾市公共施設白書2013」の劣化度調査から引用

鉄筋コンクリート造の構造体劣化調査の流れ

構造躯体の劣化によるリスク

1.  コンクリートの剥落による人
命や器物の損傷

2. コンクリート強度不足による
部分的な崩壊（補修）

3. 管理者の責任が生じ、業務
上過失傷害（致死）等の刑事
責任を問われる可能性あり

（ふじみ野市 プール事故責任）



35「西尾市公共施設白書2013」の劣化度調査から引用

建築物劣化調査方法（イメージ図）

1. 建物の物理的・機能的な耐用年数と減価償却

の耐用年数の違い

2. 物理的・機能的な耐用年数とは、使用に耐える

年数であり、所有者が予定している年数

3. 減価償却での耐用年数とは、税務上からの年

数であり、財務省令での年数をいっている

なお建物寿命とは、ある建物が実際に存在した

年数をいう

耐用年数とは

36



財務省令での耐用年数表 建物および設備等の
法定耐用年数と償却率

有形固定（減価償却）資
産

構造又は用途 細 目
償却率

耐用年数

建 物 鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄筋コン 事務所用 50年

クリート造

レンガ造、石造又はブロック造のもの 事務所用 41年

金属造のもの（骨格財の肉厚が4㎜を 事務所用 38年

超えるものに限る）

金属造のもの（骨格財の肉厚が3㎜を 事務所用 30年

超え4㎜以下のものに限る）

金属造のもの（骨格財の肉厚が3㎜ 事務所用 22年

以下のものに限る）

木造又は合成樹脂造のもの 事務所用 24年

建物付属設備 電気設備 15年

給排水又は衛生設備およびガス設備 15年

冷房、暖房、通風又はボイラー設備 冷凍機出力22kW以下 13年

その他 15年

昇降機設備 エレベーター 17年

エスカレーター 15年

消火、排煙又は災害報知器及び格納 8年

式避難設備 37

財務省の耐用年数の考え方

1. 建物各部の価格と想定耐用年数から年間償
却額を求める

2. 各部の年間償却額の合計を建物全体の年間
償却額とする

3. 建物の価格を全体年間償却額で除したものを
耐用年数とする

4. 法人税では、減価償却費は税額計算で控除
対象となる

5. 耐用年数という言葉から建物が使えなくなると
の誤解を生んでいる

38



39

財務省減価償却資産の耐用年数では、

・港湾施設の寿命は、50年
・道路は、10～15年
・橋梁は、60年
・RC造の事務所は、50年、学校は、47年

では、物理的なほんとうの耐用年数は、建物は、
建築設備は、インフラは？

状況によっても、持っている性能でも異なる
維持管理の方法や周期、稼働状況での違い、
機器等のほんとうの耐用年数は？

40

鉄筋コンクリートは何年ぐらい持つのか

鉄筋発生の原因

①ひび割れなどから水や空気が
浸入する

②鉄筋が錆びてくる
③鉄筋が錆びると体積が膨張
④体積が膨張すると周囲のコン

クリートへの圧力が増す
⑤押し出されてコンクリートが

剥落(爆裂）
⑥鉄筋が露出する状態になる
⑦鉄筋の錆が進行し、強度が

低下する



鉄筋コンクリートの劣化の原因
1. 施工不良からの原因（ジャンカなど）

(1) コンクリートの強度不足
(2) かぶり厚の不足

2. 鉄筋の発錆からの原因

(1) コンクリートのアルカリ性が喪失する（中性化）
空気中の二酸化炭素とセメントのカルシウムイオンが反応する
中性化してもコンクリートの強度は低下しないが、中性化すると鉄
筋が錆びる危険が増大する

(2) コンクリートの亀裂からの空気・水の進入

41

コンクリートの耐久性確保方法

1. 中性化の進行を防止する
二酸化炭素との接触を避ける→表面塗装や早めの

ひび割れ補修など

2. 内部の鉄筋を錆びさせない
コンクリート表面に水を近づけない→ 庇の設置等
鉄筋のかぶり厚を確保

→不足部分でのコンクリートの増し打ち等

3. 中性化部分をなくす
コンクリート躯体部の再アルカリ化

42



1. 耐震診断でのコア抜き200例の実例では、中性化の

進行速度を計算すると60年程度

2. 中性化も、状況によって異なり、かぶり厚によっても

深さの限界が異なる。また、鉄筋部分に達したとして

も直ちに発錆はしない。

3. 中性化の進行は止めることができる。

4. コンクリート強度の方が課題

想定されている100年程度は物理的には大丈夫

物理的課題よりも、機能的な課題への対応が必要
43

後、何年間の利活用できるのか

44

４．日本ではどうなっているのか、海外は

１） 夕張市は、いまどうなっているか

２） 政令指定都市の場合（さいたま市）

３） 地方都市の場合（秦野市・高松市）

４） 海外では（米：サンディ・スプリングス市）



45

夕張市の今

2007年 353億円の赤字を抱えて破綻
破綻すると、空気みたいなものであったと思われる
行政が行っていたことへの負担が増大
①ごみ収集の有料化、②水道料金の値上げ、
③施設利用料は高い自治体に合わせる
④学校も小中各1校へ統廃合（小学校6校⇒１校、

中学校３校⇒１校）等々

鈴木市長は、「全国で最高の負担、最低のサービス」
職員は260人から86人へ（Ｈ25.4）、給与も削減
議員数も、18人から9人へ、報酬は、40％カット

45

46

現在の改修・更新費128億円⇒今後40年の平均は
283億円（2.2倍）

今の予算のままだと、45％しか更新できない

①何もしない ⇒ 公共施設は老朽化で崩壊
②無理に借金して対応 ⇒ 財政破綻
③頭を抱えていると。。。 ⇒ 新しい施設と朽ちていく施

設が隣り合う

すべての施設は更新できない、限定（優先）的にならざる
を得ない ⇒ 40年間で、15％の総量削減目標

埼玉県さいたま市への場合

46



47

神奈川県秦野市の場合

今の公共施設をすべて維持するには
今後40年間で、
改修費97億円＋更新費661億円=758億円必要

50％しか更新しなくても、20年で財源が不足する

⇓
公共建物面積を今後40年間で、31％削減

＋大幅な管理運営費削減

・ スマートライブラリー（完全無人化）の実証実験開始
イオン隣接の公民館図書室（最も利用が高い）

・ 郵便局、コンビニの活用
47
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香川県高松市の場合
市町村合併で、多くの公共施設を保有
それぞれの地域で、市民ニーズや地域実情で設置
同じ目的の施設が重複設置
基本方針では、

（パターン1）
今後50年間、定率で削減していく場合、施設保有量の
44.5％の削減が必要
（パターン2）
FM導入後15年間で削減する場合、31.6％の削減が必要

そのため、①施設再編を行う地域区分の設定
②再編整備検討③再編整備イメージ作成
④多機能化、複合化検討

49

50

サンディ・スプリングス市（米）の衝撃

・公共サービスは警察・消防を除くと、すべて民間企業へ
の全面委託方式（市が資産保有、税収から契約料支払）

・2005年12月（人口約10万人）市制へ。市長1人、市職員
4人、議員6人。警察120人、消防90人。
（2014年3月現在、消防・警察の他は、

市長1人、職員9人、議員6人。）

・包括的な自治体運営の効果
① 同規模の市予算に比べて半分以下。
② 周辺市と比べて、固定資産税率が半分以下。

・その後、6市が設立。

自治体を民間が運営する都市
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サンディ・スプリングス市資料に基づき
山本康友客員教授作成

5252

５．学校施設整備の基本的な方向性
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今後の学校施設の方向性（３次元）

• すべての既存建物を残す必要はない（長寿命化方針）

– 残す建物の選別

• すべての修繕、改修は、建替えで行う

– ノーメンテナンスは、部位の不具合を増加する

• 古い既存建物から修繕などを実施する

– ひとつの建物のコストが掛かる

– 新しい建物が古くなっていく

– 個々建物の維持費は増大する

– ゆえに建物全体の保有コストは増大する

長寿命化の課題

54



1. 現状の規模や機能を維持

2. 現状の規模や機能を維持しつつ、他の公共施設との
複合化・共用化

3. 現状の規模を縮小（減築）して、機能を維持

4. 統廃合して、他の用途に変更

5. 統廃合して、定期借地、売却などの資金を活用

＊道路、水道等のインフラは現状を維持して減らすことができない
ので、人口減少や年少人口が減る学校を統廃合すべきとの意見
なぜ、インフラは減らせないのか、除雪道路の選別、さらには道路
選別、上下水道の企業会計の徹底等々

未来のため、地域のためには教育施設が大事（地方公共団体で
インフラを検討し、学校を考慮することを進行中）

55

学校施設整備の基本的な考え方

56

長寿命化への方向性

何を具体的に長寿命化していくのか

＜ハード面＞
予防（計画）保全
・時間基準保全
・状態基準保全
事後保全

時間基準
保全 状態基準

保全

事後保全
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ファシリティ大

区 分  

ファシリティ

中 区 分  
ファシリティ小 区 分  

分 類 名 称  更 新 年 数  

時 間

規 準

保 全  

状 態

基 準

保 全  

事 後

保 全  

提 案 す

る目 標

耐 用 年

数  

参 考 ：

期 待 耐

用 年 数  
（LCC 本 ） 

電 気 設 備  受 変 電 設 備  ｽｺｯﾄ変 圧 器  ○     30 30 

電 気 設 備  受 変 電 設 備  引 込 開 閉 器    ○   25 25 

電 気 設 備  受 変 電 設 備  高 圧 ｹｰﾌﾞﾙ     ○ 40 30 

電 気 設 備  受 変 電 設 備  三 相 変 圧 器  ○     30 30 

電 気 設 備  受 変 電 設 備  進 相 ｺﾝﾃﾞﾝｻ ○     25 25 

電 気 設 備  受 変 電 設 備  単 相 変 圧 器  ○     30 30 

電 気 設 備  受 変 電 設 備  直 列 ﾘｱｸﾄﾙ ○     25 25 

電 気 設 備  電 力 設 備  電 灯 分 電 盤      ○ 40 25 

電 気 設 備  電 力 設 備  動 力 制 御 盤      ○ 40 25 

計画保全と事後保全区分表（例）

58

既存建物の長寿命化の方向性

・ コストの徹底した検証を行い、ムリ・ムダを排除

・ 従来は、建物の状態が悪くなってから改修、更新、悪く
なった後での対応は、手の付けられない状態、その後
の補修などの対応が手遅れになることが多い。
でも、事後保全から予防保全への変更は、莫大な金
額の恐れもある

・ 予防保全も、時間基準保全と状態基準保全の考え方
や、事後保全の組み合わせが大事。
適切な時期に最小のコストで行えるかが重要
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既存建物のトリアージ
1. 建物整備における優先度の考え方

すべての既存建物を整備し、運営するだけの財政的な基盤が
ないときは、「既存建物のトリアージ」が考えられる

2. トリアージ（triage フランス語が語源）とは、選別の意味
災害や事故で、多くの負傷者が同時に発生した場合、負傷者
への治療の優先度を判断することであり、限られた医師、看護
師の医療体制や医療設備に応じて、負傷者の重症度、緊急度
に応じて医療行為の判断を行うこと

3. この考えは、既存建物にも当てはまると考える
重症度の高い、つまり建築後年数が長い建物を優先的に行っ
ていると費用もかさむことや、建築年数の古いものから順番に
行っての改修では、築年数が若い建物も年を重ね、結局、費
用が高くなり、いつまで経っても、改修、更新の追いかけっこに
なってしまうからである。損傷度の低い（一定の時期を経過し
た）建物から改修、修繕をすること。結局、トータル費用が安価
になるなどのメリット、真に必要な施設への投資が可能

（参考）社会的劣化からの長寿命化

60

BELCA資料から引用
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組織検討例(東京都板橋区）

板橋区提供資料

62

議会・住民との情報共有(東京都板橋区の例）

板橋区提供資料
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個別施設の作業工程例（板橋区）

板橋区提供資料

64

構造別修繕、大規模改修、改築の考え方（板橋区）

板橋区提供資料
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第１期前半
（H29～H34）

第１期後半
（H35～H38）

第２期
（H39～H48）

第３期
（H49～H58）

５ 施設 １０ 施設
０施設

０20
20施設

０施設

方向性 第１期
10年間の目標事業量

更新 １ 施設

廃止 １０ 施設

検討 ４ 施設

計 １５ 施設

具体的な施設名の検討を。＜例えば集会施設・学校等＞

＊第1期における対象施設は具体的な施設が対象になる
例えば、耐用年数から判断して、更新時期や大規模改修をどうするのか

第１期の対象施設

〇〇集会施設

□□・××集会施設等

●●・△△集会施設等

１５ 施設の名称

２０ 施設 １２ 施設

66

施設配置からの検討事例
（板橋区の第１期10年間の計画期間中に築30年以上を

迎える施設の分布からのアプローチ）

板橋区提供資料
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地域ごとの分布状況(板橋区の例）

板橋区提供資料

68

将来を考え、住民を考え、街を考える
学校施設などの公共施設の推進を

まちづくりの正解はない
まちごとに答えは異なる


	1.学校施設の長寿命化計画の背景
	2.初めの第一歩は、現状把握と分析
	3.老朽化状況の実態把握
	4.日本ではどうなっているのか、海外は
	5.学校施設整備の基本的な方向性

